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資料５ 

説明会、オープンキャンパス
などを通じて積極的に発信
する。 

組織的に行った。具体的には、本学を志望する高校生

を対象にオープンキャンパスや高校生のための看護

職キャリアデザイン講座の開催、高校等が主催する進

学説明会への教員派遣など看護職に関する理解を深

めてもらうための取り組みを行うとともに、高校教員

向けに、入試説明会や意見交換会、本学教員による高

校訪問など高校側との連携強化に努めた。また、多く

の高校生が情報入手手段として利用しているホーム

ページやメールマガジンに加え、平成２７年度から新

たにフェイスブックも活用して情報発信の強化を図

った。さらに、平成２９年入学生用の大学案内を学生

の意見なども参考に、アドミッションポリシーや本学

の取り組みをしっかり伝えられるようリニューアル

した。本学を志望する学生をはじめ、高校教員等にも

本学をより知ってもらい、本学が求める資質を有した

学生の確保につながるよう、あらゆる媒体や機会を活

用して、積極的に情報発信を行った。 

 平成２７年度に実施した入試では、特別入試、一般

入試合わせて総志願者は４９７名、志願倍率は約５倍

となり、例年同様の倍率を維持できた。なお、入学者

の内、県内出身者は   ７１名となり、県内高校に

対する入試広報及び高大接続の成果が出ている。 

【主な取り組み】 

・本学主催の入試説明会１回（５月２９日） 

・オープンキャンパス１回（７月２５日、約５５０名） 

・高校生のための看護職キャリアデザイン講座ステッ

プ１出前授業（２３校、６３８名） 

・        〃         ステップ２

一日みかん大生（３日、１３０名） 

・三重県教育委員会との意見交換会１回（７月２２日） 

・三重県高等学校進学ネットワークとの懇談会１回

（９月１５日） 

・三重県進学説明会１回（９月８日 於：三重大学） 

・高校訪問年２回（県外も含め延べ６４校） 

  教員が手分けして各学校へ訪問し進路指導教員

 
（質問③） 
アドミッションポリシーについて、「文科省大

学教育再生プログラム（ＡＰ）での高大接続の視
点も取り入れながら、検証を開始した。」とある
が、具体的にはどのような検証を開始したのか
を、説明してほしい。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（質問④） 
「平成２９年入学生用の大学案内を学生の意

見なども参考に、アドミッションポリシーや本学
の取り組みをしっかり伝えられるようリニュー
アルした。」とあるが、具体的にはどのように更
新したのかをご説明いただきたい。 
 

 
（質問③） 
本学が看護を専門とした大学であることか

ら、誤解なく看護専門職を理解しているか、
自分の特性を踏まえて将来の自己の職業とし
て看護を選択しようとしているかなどの進路
指導のミスマッチが生じないようにしたい。 
このために文科省大学教育再生プログラム

（ＡＰ）で高大接続事業を展開しているが、
こうした職業理解や自己理解に関する内容を
アドミッションポリシーに含め、かつ、本学
のカリキュラムを学修する上で受け入れる学
生（高校生）に求める学習成果（学力の３要
素＊）もアドミッションポリシーとして明示
する必要があり、改正に向けての検討を開始
しました。 
 
＊学力の３要素：①知識・技能 ②思考力・
判断力・表現力等の能力 ③主体性を持って
多様な人々と協働して学ぶ態度 
 
 
（質問④） 
本学を志望する学生は、大学案内を読み込

む傾向が高いという大手予備校の分析結果や
業者主催の進学説明会に参加した高校生の意
見を参考に、アドミッションポリシーや本学
の高大社接続事業の取組を掲載するととも
に、実習先病院や実習の体験談など臨地実習
に関する記述を充実させました。 
その他に、全体を通して、より見やすくな

るよう文字の大きさや色調を見直しました。 
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と意見交換を行った。 

  また、入試カレンダーを制作し、各学校に配付し

た。 

・高校等が主催の進学説明会に教職員等を派遣３０回 

21102 ＜適切な選抜の実施＞ 
推薦入試や前期・後期入試

などの入試方法と入学後の
成績、休退学の状況など様々
な観点から本学の入学選抜
方法を点検、分析・評価し、
入学試験の改革に活用する。 

 入試方法と入学後の成績（ＧＰＡ）＊との関連につ

いて点検した結果、統計的に有意な差は認められなか

ったが、入学後のＧＰＡは入学時（１年前期）の成績

順位でそのまま推移する傾向がみられた。この傾向が

卒業まで継続するのか否か、総合的に評価する必要が

あるため、今後も継続して観察することとした。 

 

 

＊アドミッションポリシー 

入学者の受入方針。各大学・学部等が、その教育理

念や特色等を踏まえ、どのような教育活動を行い、ま

た、どのような能力や適正等を有する学生を求めてい

るのかなどの考え方をまとめたもの。入学者の選抜方

法や入試問題の出題内容等にはこの方針が反映され

る。 

 

＊ＧＰＡ（Grade Point Average） 

授業科目の成績評価に応じてＧＰ（Grade Point）

（０～４点）を付与し、各授業科目のＧＰに各授業科

目の単位数を乗じたものの合計を履修した授業科目

の単位数の合計で除して算出したもの。本学では学期

ＧＰＡ、累計ＧＰＡを成績通知書に表記している。 

 

 

（質問） 
「入学後のＧＰＡは入学時（１年前期）の成績

順位でそのまま推移する傾向がみられた」ことに
ついてはどのような理由が想定されているのか。
もし、想定していることがあれば教えていただき
たい。 
 
 
 
 

（質問） 
１年前期の成績が良い者は、学習に関して

興味・関心が高く、学習習慣ができていると
思われ、高い成績順位で推移していると考え
られます。能動的に学習する姿勢を育成し、
そのための環境を整えることで学生全体の能
力向上を目指していきたいと考えています。 
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21103 ＜高等学校との連携＞ 
県内の関係機関との連携

し、早い段階から看護職への
理解を深められるよう「三重
の保健医療を支える未来の
看護職者育成交流会」や事業
内容の評価・検証を行うた
め、外部有識者による高大接
続評価委員会等を開催する。 

 看護職者を志す高校生が、自分自身の意志で進路選

択出来るよう、看護の仕事の良い部分だけでなく、厳

しい部分も含めて、学生に正しい情報を伝えるため、

県内の高校と連携をして、「高校生のための看護職キ

ャリアデザイン講座ステップ１（出前授業）＊、ステ

ップ２（一日みかん大生）」＊を実施した。 

 また、地域推薦入試で一足早く本学への入学を決定

した入学予定者とその保護者には、「三重の保健医療

を支える未来の看護職者育成交流会」を開催し、三重

県の看護の状況や看護師、保健師等の仕事内容を伝え

るとともに、県内の医療機関にも参加してもらい、各

病院の紹介時間を設けた。入学予定者に看護職者とし

て働く姿を早い段階からイメージしてもらうことを

狙って、病院の紹介時間を設けているが、参加者アン

ケートでも、保護者を含めた全員が、看護職者として

将来像を描くのに役立った回答している。 

 さらに、平成２７年度は、高校生に大学の授業を体

験させる「高校生のためのオープンクラス（授業公

開）」を試行的に実施し、看護学部進学を真剣に考え

る機会とするよう促した。 

 なお、本学が実施しているこのような高大接続事業

については、外部の有識者による事業評価委員会を年

１回開催し、実施事業の評価と検証を行い、平成２８

年度以降の取り組みとして、他大学で既に実施されて

いる相手の意見に耳を傾けながら、自分の意見や考え

を主張できる面談手法（アサーティブ面談）を参考に

した取り組みや高校教員や保護者を対象に看護職へ

の理解をより深めてもらうための研修会の開催など

を試行的に行うことを検討している。 

 

 

【主な取り組み（再掲含む）】 

・高校生のための看護職キャリアデザイン講座 ステ

ップ１出前授業（２３校、６３８名） 

・        〃           ステッ

（質問） 
「相手の意見に耳を傾けながら、自分の意見や

考えを主張できる面談手法（アサーティブ面談）
を参考にした取り組み」について、具体的に説明
していただきたい。 

（質問） 
追手門学院大学が２０１５年度入試から実

施しているもので、なぜ大学に進学したいの
か、何を学び、どんな将来をめざすのかを考
えるように生徒に促し、答えを与えるのでは
なく、自ら考えることをサポートする面談手
法です。 
看護の単科大学である本学にとって、本学

に入学することは、卒業後看護職者として働
くことを意味していることから、改めて自分
の将来を語ることで、自分自身を見つめ直す
きっかけになればと考え、オープンキャンパ
スでの導入を視野に検討を進めています。 
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プ２一日みかん大生（３日、１３０名） 

・三重県教育委員会との意見交換会１回（７月２２日） 

・三重の保健医療を支える未来の看護職者育成交流会

（１２月１２日 入学予定者３２名と  

その保護者） 

・高校生のためのオープンクラス（２日間、８講座公

開、延べ５１名参加） 

・三重県高等学校進学ネットワークとの懇談会（７月

２２日） 

・高校訪問年２回（県外も含め延べ６４校） 

・高大接続事業評価委員会（２月２３日） 

 ※委員５名：外部有識者、三重県教育委員会、県立

高校長、県立高校進路担当、私立高校進路担当 

 

 

＊高校生のための看護職キャリアデザイン講座 

 ステップ１（出前授業）：看護職に興味がある高校

生を対象に看護の基礎知識の講義を行う。 

 ステップ２（一日みかん大生）：本学への進学を検

討している高校生を対象に現役看護師等による講義

や技術体験を行う。 
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21105 ＜適切な選抜の実施＞ 
より多くの大学院生を確

保するために、県内医療機関
の看護師への入試情報の提
供方法や本学卒業生の大学
院進学意欲が高められる制
度の検討を行う。 

 できるだけ多くの大学院生を確保するために研究

科の入試改革を行うこととし、学内推薦入試及び病院

推薦入試の２種類の大学院推薦入試制度について検

討した。学内推薦入試＊ については、推薦要件や募集

人員等について検討した結果、本学の４年生を対象に

平成２９年度入試から実施することとした。また、病

院推薦入試については、ＣＮＳコースや看護管理の分

野での高いニーズが見込まれることから、他大学での

導入状況等を調査し、連携病院・自治体等のニーズも

探りながら継続的に検討していくこととした。 

 研究科への進学が容易になるように、平成２８年度

入試より、本学卒業生の入学料の減額を実施した。平

成２８年度入学予定者５名のうち本学卒業生は２名

であるが、引き続き入学料の軽減が志願者増加につな

がるように広く周知に努めることとした。 

 平成２８年度入試において初めて本学学部生１名

（平成２８年３月卒業見込者）が卒業後直ちに入学す

る予定である。今後、臨床経験を経ず就学することに

伴う課題を明確にし、連携病院での研修など支援策を

講じていくことが必要である。 

 研究科の学生確保対策として、看護管理者意見交換

会、地域交流センターの卒業生支援事業、三重県受託

事業等の参加者に対して積極的に広報活動を展開し

た。 

 

 

＊学内推薦入試 

本学大学院への進学を目指す本学学部４年次の学

生を対象に行う推薦入試。 

 

（質問①） 
（平成29年度入試から学内推薦入試を実施す

るとあるが）本学卒業生の院入学時における臨床
経験の必要性についてどのように捉えているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（質問②） 
「平成２８年度入試において初めて本学学部

生１名（平成２８年３月卒業見込者）が卒業後直
ちに入学する予定である」とあるが、入試実施と
入学との関係（入試から入学までの具体的なプロ
セス等）について明確に説明してほしい。 

（質問①） 
本学の大学院入学資格においては、臨床経

験の有無を条件として課しておらず、他学の
看護系の大学院においても学部からストレー
トで入学しているところもあるようです。   
しかしながら、看護系大学院においてより

高度な看護を学ぶにあたっては、入学時に臨
床経験があることが望ましいと思われること
から、入学後に連携病院等での非常勤採用（実
績報告で記載した本学学部からの入学生）や
研修により、大学院で学修することと同時に
臨床現場での経験が得られるようにしていま
す。 
 
 
（質問②） 
当該院生から、大学院進学希望の連絡が志

望する研究領域（成人看護学（急性）領域）
の担当教員にあり、7月に３回程度の面談を
実施しました。その後、担当教員が入学試験
合格後の受け入れを認めて願書が提出され、
平成２７年９月５日に実施した本学大学院入
学試験を受験し、９月９日に研究科委員会で
合格を決定しました。１１月には担当教員か
ら連携病院の看護部長に新人研修またはそれ
に準ずる勤務を依頼し、結果的に平成２８年
４月から日勤のみの週３日の非常勤職員とし
て採用されました。 
連携病院の看護部長との相談時には病院長

とも面談し、「新しいキャリアアップの方法」
として、新卒である本学大学院生の病院での
受け入れを認めていただきました。 
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し、課題の抽出を行った。現行のカリキュラムの課題

として教育研究分野の構成及び支持科目の選択方法

について継続的に検討することとした。 

（関連項目：21104） 

また、現在の支持科目は、専攻した分野・
領域の科目から選択するようになっています
が、選択の幅を広げ、それも含めて修了要件
としてはどうかとの意見もあり検討したいと
考えています。 

21109 ＜公正な成績評価の実施＞ 
学位授与方針や審査基準

の点検・評価を行うととも
に、研究科における「試験及
び成績評価実施要項」及び
「成績確認及び異議申し立
てに関する要項」の策定を検
討する。 

 大学基準協会の平成２５年度認証評価において、論

文審査体制の改善が努力課題として指摘されており、

学位論文審査の客観性及び公平性を確保するため、

「学位論文審査及び試験に関する内規」の改正を行

い、平成２８年度入学生の論文審査から、審査委員の

主査を主任指導教員以外の者から選出することとし

た。なお、修士論文の公表は三重県立看護大学学術機

関リポジトリ＊によるものとした。 

 研究科における試験及び成績評価を適正に行うた

めに、「試験及び成績評価実施要項」及び「成績確認

及び異議申立てに関する要項」を策定した。 

 

 

＊三重県立看護大学学術機関リポジトリ 

大学とその構成員が創造したデジタル資料の管理

や発信を行うために、大学がそのコミュニティの構成

員に提供する一連のサービスをいう。本学では国立情

報学研究所（ＮＩＩ）が提供する「学術機関リポジト

リ構築連携支援事業」に参加し、Ｗｅｂ上で修士論文

や紀要を公開している。 

 

〔補足資料：「学位論文審査及び試験に関する内規」、

「試験及び成績評価実施要項」、 

「成績確認及び異議申立てに関する要項」〕 

 

（質問①） 
努力課題として指摘された論文審査にかかる

内容（改善前の状況も含め）を具体的に教えてほ
しい。 
 
 
 

（質問②） 
論文審査以外で、努力課題として指摘された内

容（改善前の状況も含め）があれば教えてほしい。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（質問③） 
 学位論文審査において、審査委員〔会〕の主査
を主任指導教員が勤めると、なぜ客観性及び公平
性が確保できないのか。 
 審査委員〔会〕の主査を主任指導教員が勤める
と、客観性及び公平性が確保できない、という大
学基準協会の平成２５年度認証評価における見
解は必ずしも正確ではない。 
大学基準協会でも、たまたま医療系について部

内でそういう指摘があったので、三重県立看護大
学に対しても、現行の方法の再検討を勧めたに過
ぎず、絶対的に主任指導教員を審査委員会の主査
から外しなさいといったわけではない（大学基準
協会へ照会済み）。全国の優れた大学の学位論文
審査においては、主任指導教員が主査を勤め、優
れた論文が輩出している。基準協会においても、
人文社会系、理工系では、主任指導教員を審査委

（質問①） 
「学位論文審査において、論文指導担当教

員が論文審査の主査を務めていることは、審
査体制の客観性および公平性を担保するうえ
で不十分であるので、改善が望まれる。」と
指摘されました。 
 
（質問②） 
研究科関連で、その他に努力課題とされた

事項は以下のとおりです。 
「看護学部および看護学研究科のシラバス

は、統一した書式が用いられているが、記載
内容に教員間で精粗が見られる。特に看護学
研究科では、授業計画が明確に示されていな
い科目が見受けられるので、学生の自己学習
に活用できるよう、改善が望まれる。」 
「看護学研究科では、収容定員に対する在籍
学生比率が０．４３と低いので、改善が望ま
れる。」 
 
（質問③） 
学位論文審査に主任指導教員が主査を務め

ると、論文内容がどのようであっても主任指
導教員の意向により合否が決定される可能性
があることが客観性や公平性を確保できない
理由のようである。 
大学基準協会の平成２５年度認証評価結果

に対しては、最終的な結果とする前に大学に
対して基準協会側から委員会案が提示され、
この案の段階で論文審査主査に主任指導教員
が務めることは客観性や公平性が確保されな
いことから努力課題とされました。 
このことについては、大学から評価結果に

対する意見として提出しました。その意見は、
他の看護系大学院での論文審査体制において
も主任指導教員が主査となっている状況があ
ることから本学の審査体制が特異なものでは
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員会の主査から外せという議論はなく、医療系だ
けでそういう議論があるのである（大学基準協会
へ照会済み）。 
 学位論文審査の在り方については、大学基準協
会認証評価担当者の指摘を無条件に受け入れる
のではなく、大学として独自に再検討すべきだと
考えるが、三重県立看護大学としてはどのように
考えるか。 

ないこと、基準協会の基準項目の基盤評価や
達成度評価の内容において、論文指導担当教
員が論文審査の主査を務めていることに対す
る評価の視点は読み取れないこと、審査会に
続いて研究科委員会で学位授与の可否を投票
することで客観性や公平性を確保しているこ
と、以上から努力課題としての本件について
は全文削除するように求めました。 
しかしながら、努力課題からは削除されず

最終的な評価結果となりました。その後、本
課題について大学基準協会へ問い合わせもし
ましたが、大学基準協会としては、審査委員
の先生方の意見を優先させた指摘であるとの
返答でした。    
努力課題については、平成２９年７月まで

にその後の対応状況を「改善報告書」として
とりまとめ基準協会に提出しなければならな
いことから、質問にも記載されていますよう
に「絶対的に主任指導教員を審査員会の主査
から外しなさいといったわけではない」とい
う基準協会の意見があったのは、大変遺憾に
思います。  
また、平成２２年度に受審した際にも基準

協会の審査結果で、論文審査主査を主任指導
教員が務めることについては「助言」として
改善が求められました。審査委員は前回の審
査結果を参考に審査を進める傾向があると思
われます。  
審査結果は公表されており、「努力課題」

が存在することは大学としては好ましいこと
ではないことから、そのためにやむを得なく
審査体制の変更をすることとしました。 
本学は単科大学であり専攻領域を担当する

教員数が少なく、主任指導教員が審査会から
外れると審査に支障が生じるため、平成２８
年度入学生からは、副査とすることとしてい
ます。 

 

 

 

 





13 
 

13 
 

資料５ 

国家試験の合否結果や出
題状況の分析を行い学生へ
の指導に活用する。 
また、国家試験模擬試験を

実施し、問題の傾向や試験慣
れ、弱点の克服等に役立て
る。 

４月のガイダンスにおいて各学年に対応した国家試

験対策の内容を説明し、学生の意欲を高めるよう働き

かけた。 

 国家試験対策ワーキンググループで、平成２７年度

国家試験問題について出題基準に照らし、出題数・難

易度・出題形式を分析し、その結果を本学教員に周知

するなどして指導に活用した。 

 平成２７年度の国家試験模擬試験は、看護師４回、

保健師２回、助産師３回の実施であった。模擬試験結

果を分析し、教務委員会を通じて全教員に情報提供を

行った。成績不振者については、チューターに対して

学習指導やモチベーション維持のための関わりを依

頼した。 

 ９～１０月にかけて医療系国家試験対策予備校に

よる看護師国家試験対策特別講座(２日間)及び保健

師国家試験対策特別講座(２日間)を本学において開

講した。学生アンケートからは「わかりやすかった」

等の意見が多く約９０％から「満足」との回答を得た。 

 ４年間の学習の総括的内容としている「看護総合特

論」の授業は、２単位３０時間で開講し、各領域で精

選した内容の講義を行った。自由科目ではあるが履修

対象の学生９２名全員が履修した。 

 平成２８年２月に実施された看護師等の国家試験

の結果は、看護師国家試験は９２名が受験し、１名が

不合格となった。保健師国家試験も９２名が受験し、

７名が不合格となった。助産師国家試験は１２名が受

験し全員が合格した。 
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  ＊オフィスアワー制度 

大学教育でいうオフィスアワーとは、教員が学生か

ら授業や研究などについて質問や相談を受けるため

に、教員と自由に面談できるあらかじめ決められた時

間のことをいう。オフィスアワー以外の時間は学生と

面談しない訳ではなく、学生の指導時間を確保するた

めの方策として取り入れている大学が多い。 

 

＊学生相談制度 

教員が研究室に在室時は、学生が教員の誰とでも面

談・相談ができる制度。学業に関することはもちろん、

学生生活や進路についての相談などを行うことがで

きる。 

 

＊チューター制度 

個人指導教官（教員）。本学でのチューター制は、

各指導教員に本学で学ぶ学生を「チューター」とし

て配属し、生活・教育・研究について、個別に指導・

助言を行うことを目的とした制度である。 
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21302 ＜生活支援＞ 
学生アンケート等の意見

も参考に大学生活の環境改
善を図るとともに、よりきめ
細かな対応ができる相談体
制を充実する。 
 
     
 

大学生活に関するアンケートの結果から、学内の友

人との関係や教職員との関係について「うまくいって

いる」と回答した学生は、それぞれ９４．９％、９５．

５％と平成２６年度の同結果（９１．９％、８６．２％）

よりも高く、友人関係や教職員とも良好な関係が築か

れていることが示された。また、奨学金等の経済支援

について知っている学生は、９１．９％と平成２６年

度（８３．１％）よりも高値を示した。さらに本学の

生活支援制度について満足していると答えや学生は、

８６．１％（平成２６年度：７６．５％）となり、過

去４年間の中で最も高く、数値目標を達成できた。 

平成２６年度末から大講義室の改修、実習室５の増

設、トイレの増築工事を行うなど、学生の満足度も次

第に高くなっているため、今後は未整備である講義室

の固定椅子や空調・換気、学生食堂の営業時間、駐輪

場の面積、通学バスの便数等について検討が必要であ

るとの結論に達した。 

 ４月のオリエンテーション及びガイダンスにおい

て、各種相談体制や奨学金制度について文書により具

体的に説明した。また１年生を対象とした「食育、防

犯、薬物関係、性教育」等の講習会を開催し、注意喚

起を促した。出席率は９８～１００％と高く、終了後

のアンケート結果では、９９～１００％の学生が「よ

く理解できた・理解できた」と回答し、効果を確認し

た。 
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 学生の公益的活動に関す
る意識を醸成し、積極的な参
画につながるよう支援を行
う。 
 

学生アンケートの結果から、ボランティア活動には

学生の約６割が興味を持ち、約２割が実際に携わって

いることが示された。さらに学生がボランティア活動

に参加するには、教職員の積極的な支援が重要である

ことわかった。 

 そこで学生のボランティア活動に関する意識を醸

成するため、新入生にはオリエンテーション時にボラ

ンティア活動に関する説明会、在学生全員には１１月

に学生ボランティア啓発講演会を実施した。在学生向

け学生ボランティア啓発講演会では、ボランティア活

動経験者である卒業生４名による講演会を開催し、活

動への意識づけを図った。さらにこの講演会の卒業生

の講話をビデオに収録し、次年度以降の新入生オリエ

ンテーション及び在学生ガイダンスで活用すること

とした。 

（質問） 
ボランティア活動に関し教職員により様々な

支援（事前教育）をやっているが、実際に学生が
携わったボランティア活動にどのような種類（大
まかな項目で結構）があるか。 
 

（質問） 
大学が把握している学生が活動したボラン

ティアの種別は、サークル活動では、献血の
促進、障がいのある方への支援、清掃活動が
あります。 
また、後援会からの交通費助成したもので、

地域の防災教室やイベントのサポートがあり
ます。 
平成２７年度は実施していませんが、平成

２６年度の学生アンケートでは、ボランティ
ア活動に参加した学生（５９名）に、「どの
ような活動ですか」の設問（複数回答可）で、 
①子どもに関するもの ２９名 
②障がいのある方等に関するもの１４名 
③高齢者に関するもの ８名 
④街づくりに関するもの ７名 
⑤防災に関するもの ６名 
⑥環境に関するもの ３名 
⑦人権に関するもの ２名 
⑧ その他 ９名（献血、血圧測定、健康 

診断の手伝いなど） 
と、回答されています。 
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 公開講座、出前授業、講演等

をとおして研究活動の成果を

地域や県民に還元 

する。 

教員の研究成果として還元して、依頼先へ出向く公

開講座１３件、出前授業６１件を実施し、延べ２，３

０２人の参加、満足度平均９８．３％を得た。また、

その他の講師派遣を    １３件、延べ４５８名に

対して講演を実施した。 

（関連項目：23103） 
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22103 ＜知的財産の活用＞ 

本学が加盟している「看工連

携によるものづくりプロジェ

クト創出ネットワーク」を活用

しながら、知的財産に関する理

解や普及を図り、職務発明を推

進する。 

 平成２６年度に教員から譲渡された職務発明につ

いて、平成２７年度は特許出願を行った。現在、特許

査定に向け、商品化の可能性を検討するため、県内企

業に要請して試作品の開発中である。 

 また、１０月に本大学を主会場として「看工連携に

よるものづくりプロジェクト創出ネットワーク」の推

進会議及び講演会を開催し、本学の教職員だけでな

く、三重県健康福祉部ライフイノベーション課、産業

支援センターからも出席を得て、ものづくりに関する

連携が強化できた。さらに、若手教員との意見交換会

を２回実施し、若手教員が持つ知的財産に関するシー

ズの発掘を行った。 

（意見） 

特許査定に向け、商品化の可能性を検討する

ため、県内企業に要請して試作品を開発しつつ

あり、また、「看工連携によるものづくりプロ

ジェクト創出ネットワーク」を推進しておられ

るが、具体的に何の商品化に向けて取り組んで

いるかなどを記述していただきたい。 

（意見） 

本学が特許出願した内容は、心肺蘇生に関

係する発明であり、現在県内の業者に試作品

の開発を依頼していますが、試作品を開発す

る段階で改良すべき点が見つかっており、追

加出願に向け調整を行っています。 

特許出願については、出願後１年６カ月経

過すると自動的に公表されますが、それまで

の期間は他者よりも有利に研究開発を進めら

れるよう秘密保持が認められているため、詳

細な説明はお許し願いたい。 
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番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

（質問②） 

本学の教員提案事業として始まった男

性看護師の活動支援は、全国規模に成長

し、独立して運営されるようになったと

されるが、具体的内容をご説明いただき

たい。 

（質問②） 

男性看護師の活動支援については、本

学地域交流センターの教員提案事業とし

て「つながろう！！ 未来に続く男性看

護師」が平成２２年度より立ち上がり、

本学の教員が中心となって、相談や交流

会から活動を開始しました。 

平成２４年１１月には「三重男性看護

師会」が立ち上がり、平成２５年度は、

教員提案事業を「ともに広げよう！！『三

重男性看護師会』」とし、シンポジウム

を行うなど活動の場を広げました。 

平成２６年度には「三重男性看護師会」

を基盤に「全国男性看護師会」が発足し、

全国展開となったことから、三重県内を

対象とする教員提案事業としてはその役

割を終えました。 

「全国男性看護師会」は、引き続き本

学教員を中心として自主的で活発な運営

を行っており、平成２７年度は、理事長

特別事業調査経費から資金的な支援を受

けました。 
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番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

23103 ＜地域住民等との交流の推

進＞ 

県民に看護や医療、健康

などに関心を持ってもらう

ため、教員各自の専門分野

を活かした出前授業や公開

講座講師派遣を行うととも

に、本学主催の公開講座を

実施する。 

教員各自の専門分野を活かした出前授業を

６１件、公開講座講師派遣を１３件実施し、

２，３０２名の参加が得られた。いずれも好

評価であり、教員各自の研究教育等の成果を

地域に還元することができた。出前授業や公

開講座講師派遣の件数は増加傾向にあり（平

成２６年度は出前授業５５件、公開講座講師

派遣を １１件）、本学の認知度が高まって

きた一方で、教員の負担度がその分増してい

ると考えられた。特に要望が特定のテーマに

集中する傾向があり、テーマ毎の実施件数の

上限を原則３件とし、実施時間帯等を定める

など実施条件を改め、今後も実施可能な範囲

を見極めつつ継続することとした。（関連項

目：21102） 

 

本学主催で公開講座を以下の通り３回開催

し、遠隔配信先も含めて延べ 

１，１２７人の参加を得た。参加者の満足度

は平均８９％であった。 

・第１回 平成２７年７月１１日（土）  

「歩き方を変える」だけで１０歳若返る  

参加者数：５５８名 

 

・第２回 平成２７年１０月１８日（日） 

認知症－我が街で暮らしていくために－ 

参加者：２８３名 

※ＮＨＫ津放送局・社会福祉法人ＮＨＫ厚

生文化事業団中部支局共催 

 

・第３回 平成２７年１２月１９日（土） 

育成力－メダリストを作る心と体のマネジ

メント－ 

Ⅳ  （質問） 

 地域住民等との交流を推進するよう実

施した「教員提案事業（５件）」の内容

を教えてほしい。 

（質問） 

 ５件の内容は次のとおりです。なお、

実施した事業の詳細については、平成 

２７年度地域交流センター年報（ＶＯＬ．

１８）Ｐ６５～Ｐ７９をご参照下さい。 

 

①「災害に備えて～地域の防災・減災力

を高めよう～」 

②「アイリッシュ・マッシュポテトを作

ろう」 

③「英語で話そう」 

④「地域で知り合い、支えあうコミニュ

ティサロン事業」 

⑤「やってみよう！看護のおしごと」 
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番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

参加者：２８６名 

※公益社団法人三重県体育協会共催 

 

また、地域住民等との交流を推進する教員

提案事業を５件実施し、延べ５６８名の参加

が得られた。いずれの事業も概ね好評であり、

県民の学習ニーズに対応することができた。

さらに、「県民の日」記念事業「若い力でめ

ざす希望の三重～郷土（ふるさと）×学生×

ＭｉｅＭｕ～」及び「フレンテ祭り」に置い

て健康チェックや健康相談を実施し、計２９

９名の参加者を得ることができ、県民の健康

状態の把握や健康意識の向上に寄与すること

ができた。 

附属看護博物館は、引き続き第３期展示「免

状と写真で綴る看護職者の歴史」を実施する

と共に、附属看護博物館運営委員の任期にあ

わせて第４期展示が開始できるよう準備を始

めた。年間来館者数は、３６６組であった。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

23104 ＜卒業生への継続的教育＞ 

卒業生のニーズを把握す

るため、本学卒業生全員を

対象に現在の就労状況等の

調査を引き続き行い、個々

の教員による支援にあわせ

て、地域交流センター事業

による支援を実施する。 

 卒業生全員に対して、現在の就労状況調査

を行い、結果の解析を行えるよう単集計を行

った。卒業生の支援については、個々の教員

に対して９３件の相談等が寄せられ、教員各

自が対応・支援した。また、以下の地域交流

センター事業に卒業生の参加を得て、看護の

実践力の向上を支援するとともに、卒業生同

士の情報交換や気持ちの共有を促し、大学の

情報提供を行う等の支援を行った。 

・「新人助産師の臨床実践能力育成のための

研修体制構築」（７名） 

・「周産期における母子・家族支援のための

臨床助産師の看護実践能力育成」（４名） 

・「地域の子育て支援の担い手養成サポート

事業」（３名） 

・「初歩の電子カルテ／今さら聞けない電子

カルテの基礎」（１名） 

・「認知症ケア看護師研修」（２名） 

・「卒業生のきずなネットワーク」（５１名）、

情報交換や大学の情報提供を行うとともに、 

 

卒業生相互の話し合いや教員の相談により

卒業生を支援した。 

同窓会事務局を地域交流センター内に設置す

るとともに、同窓会ホームページの運用を本

学情報センターが支援し、同窓会の協力を得

て卒業生１，５００名に対して就労状況調査

を行うなど、卒業生の支援のために同窓会と

の連携を強化した。 

 

Ⅳ  （質問） 

卒業生の支援について、個々の教員に

対して 93 件の相談等が寄せられている

が、その相談内容等については今までと

違った傾向がみられるのか。また、相談

等に対する具体的な対応について教えて

ほしい。（主旨：卒業生への支援体制を

確認するため） 

（質問） 

平成２７年度に学部及び大学院の卒業

生から個々の教員に寄せられた相談の概

要（重複有り）は、学習について延べ  

５１件、就職について延べ２８件、進学

について延べ１４件、その他について延

べ４２件でした。 

これらの概要については、平成２６年

度以前の集計結果がなく、傾向について

は比較できておりませんが、相談件数は、

平成２６年度が延べ７１件、平成２５年

度が延べ６９件で、平成２７年度は過去

２年に比べて多い傾向にあります。 

相談は面談、メール、電話などにより

なされており、個々の教員が適切に対応

しています。相談内容の詳細については、

個人のプライバシーに関することであり

把握しておりません。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

や公募に関する事項、非常勤講師の委嘱

の承認等については、学内委員のみによ

る教育研究審議会において審議を行って

います。 

 なお、学内委員のみによる教育研究審

議会も含め、すべての教育研究審議会議

事録は、学外委員も出席する教育研究審

議会において承認を得ています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

31102 ＜戦略的な法人運営の確立

＞ 

文部科学省や一般社団法

人公立大学協会が主催する

会議等に積極的に参加し、

国や他大学の動向などの情

報収集に努め法人運営に活

用する。 

文部科学省や公立大学協会が主催する会議

等に学長をはじめ、各理事や職員を派遣して、

国や他大学の情報収集に努めた。現在、文部

科学省が推進している大学の国際化と学生の

双方向交流の取り組みや授業料減免枠の拡充

などの動きに対して、本学としても新たにイ

ギリス グラスゴー大学との学生交流の決定

や意欲と能力ある学生が経済的な理由で学業

を断念することのないよう授業料減免枠を拡

大した。また文部科学省が発表した「高大接

続改革実行プラン」に対して、公立大学とし

てのあり方を検討するために一般社団法人公

立大学協会が設置したワーキンググループ

に、本学からも理事が参画し、本学の取り組

みが、あり方検討に反映できるよう情報提供

するとともに、本学としても入試改革や大学

教育のあり方を含めた高大接続に関する見直

しに的確に対応できるようにしていきたい。 

 また、理事会、経営審議会及び予算委員会

の審議を経て、平成２８年度の当初予算編成

方針を策定し、中期計画・年度計画を達成す

るために必要となる予算の確保を行った。 

 

【主な会議等】 

・学長会議・事務局長会議 

・文部科学省共催 東海北陸地区協議会 学

長、事務局長参加 

・公立大学創生フォーラム 副理事長、各理

事参加 

・公立大学に関する基礎研修 ４名参加 

・公立大学職員セミナー ２名参加 

・公立大学法人会計基礎セミナー １名参加 

・公立大学職員会計セミナー １名参加 

 Ⅳ 

   
 （意見） 

「本学としても新たにイギリス グラス

ゴー大学との学生交流の決定や意欲と能

力ある学生が経済的な理由で学業を断念

することのないよう授業料減免枠を拡大

した。」という文章を次のとおり改めて

はどうか。 

 

「新たにイギリス グラスゴー大学との

学生交流を決定したり、意欲と能力あ

る・・・拡大した。」 

 

（質問） 

授業料減免枠の拡大について、もう少

し詳しく教えていただきたい。 

（意見） 

ご意見に沿って、次のとおり文章を修

正いたします。 

「本学としても新たにイギリス グラス

ゴー大学との学生交流を決定し、また、

意欲と能力ある学生が経済的な理由で学

業を断念することのないよう授業料減免

枠を拡大した。」 

 

 

 

 

（質問） 

授業料減免に必要な予算額について

は、本学ではこれまで授業料収入予算の

３％を上限と定め減免基準に該当する学

生の授業料を減免してきましたが、意欲

と能力のある学生が経済状況に関わらず

修学の機会を得られるようにするという

文部科学省の方針や、他の公立大学にお

ける授業料収入予算の上限の状況などか

ら、授業料減免にかかる予算枠を、平成

２８年度から５％に拡大することとした

ものです。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

勤勉手当率に反映されることとなっている。 （質問②） 

「教育」、「研究」、「大学経営」、

「地域貢献」の４分野での評価結果に基

づき、勤勉手当の傾斜配分を行った、と

されるが、「傾斜配分」の具体的な中味

がわかるように、より踏み込んだ説明（差

しさわりのない範囲）をしていただきた

い。 

（質問②） 

教員活動評価・支援制度の結果は、勤

勉手当の傾斜配分等には反映しないとい

う合意の下実施された制度ですので、業

務実績報告書にも記載してあるとおり、

これとは別に勤勉手当を配分する評価制

度を運用しています。 

この制度は、「教育」、「研究」、「大

学経営」、「地域貢献」の４分野で定性

評価（１分野２５点満点であり、１００

点満点）を行うもので、被評価者が教授

の場合は、評価者は理事長・理事、被評

価者が准教授、講師、助教、助手の場合

は、評価者は、「教育」、「研究」分野

は領域の教授、「大学経営」や「地域貢

献」の分野は全教授となっています。こ

の評価結果に基づき勤勉手当の傾斜配分

を行っています。 

傾斜配分の方法は、評価結果である各

教員の得点を分子に、４つの職位（「教

授」、「准教授」、「講師」、「助教・

助手」）ごとの合計得点を母数として各

教員の職位での割合を算出し、その割合

に職位ごとの原資を乗じて配分額を決定

しています。 

原資は、６月、１２月の勤勉手当の成

績率からそれぞれ０．０３月分を控除し

ており、総額１２０万円程度です。全職

位を通して最高の配分額は４５千円程度

で、最低は１２千円程度となっています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

32102 ＜教員の確保＞ 

優秀な教員を確保するた

めに、教員採用に関する情

報を幅広く発信するととも

に、本学の教育理念・教育

目標が達成できるよう必要

な教員数を確保する。 

優秀な教員の確保に向けて、大学ホームペ

ージ、研究者人材データベース等を活用して、

教員採用情報及び教育研究に関する情報を積

極的に発信した。 

 また、平成２５年度に創設した「高大連携

特任教授」「地域連携特任教員」の任用制度を

引き続き活用し、多様な雇用形態の導入によ

る教育研究体制の一層の充実を図った。 

・「高大連携特任教授」２名（平成２６年度は

２名） 

・「地域連携特任教員」３名（平成２６年度は

２名） 

 

さらに、県内医療機関との関係強化を進め

ており、連携協定締結病院は８病院となって

いる。この連携協定に基づく人事交流により、

２病院から２名の職員を本学助手として受け

入れ、臨床教育の強化や病院の看護力向上を

図っている。  

加えて、客員教授４名に以下のとおり学部

の講義を依頼して教育の充実を図った。 

・日本国憲法 １５回 

・保健学 ８回 

・疫学 ８回 

・臨床病態学Ⅴ １５回 

・臨床病態学Ⅵ ４回 

 

Ⅲ  （質問） 

全国の国公立大学で、医療･看護領域に

止まらず、多様な領域において、一方で

は教員定数の不足、他方では専門分野の

人材不足を補い、また高齢化社会におけ

る有能な人材の増加という実情をふま

え、特任教授、特任教員、客員教授の採

用が進んでいる。こうした情勢にも鑑み、

名誉教授を含む高齢者の採用についてさ

らに積極的に調査･検討すべきではない

のか。 

ただ、三重県立看護大学では、すでに

打てる手はすべて打っておられるのかも

しれない。この点について、反論を含め、

大学の率直な見解をうかがいたい。 

（質問） 

 本学における定年退職者の採用の現状

については、 

「特命教授」（本学の運営に特別な知

識及び経験を有するため定年退職後も引

き続き本学の業務に従事することが必要

と認められた者等）を平成２６年度に１

名採用、 

「特任教員」では「高大連携特任教授」

（担当授業科目の補完教育及び高大連携

事業に従事）を平成２６年度に１名（高

校定年退職者）採用、「地域連携特任教

員」（地域連携事業の企画及び運営、関

係機関等の連絡調整等に従事）を平成  

２４年度に２名（県立病院看護師退職

者）、平成２７年度に１名（県保健師退

職者）採用、 

また、「名誉教授」は２名おり非常勤

講師をお願いしています。 

全国の看護系大学の状況を見ますと、

教員の場合６５歳の定年を過ぎても私学

からの採用が多く、また職位、給与、勤

務形態について本学よりもさらに好条件

が提示されることが多いのが現状です。 

特に新設大学、新設学部の基準教員と

なることが可能な教員に対しては、好条

件が出されます。本学の場合は、基本的

に県の給与規程を準用しているため、定

年後の再雇用では給与が大幅に削減され

るので、こうした雇用条件の改善が課題

となっています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

32103 ＜事務職員の確保＞ 

大学運営の専門性、特殊

性などにも的確に対応でき

るよう長期的視点に立っ

て、大学固有職員や県から

の派遣職員等を適材適所に

配置する。 

 県派遣職員は、大学経営の専門性や特殊性

に配慮し配置した。平成２７年度から新たに

採用した法人固有職員は、中堅職員への育成

を目指し、それぞれ、総務課、教務学生課に

配置した。また、契約職員は、産休代替、専

門性等を考慮して配置した。 

Ⅲ  （質問） 

「県派遣職員は、大学経営の専門性や特

殊性に配慮し配置した。」とあるが、抽

象的でよく理解できない。 

県職員の専門性等と看護大学職員に必

要とされる分野との関連（もともと行政

の仕事と大学の仕事は緊密ではないよう

に感じられる）について具体的にご説明

いただきたい。 

（質問） 

大学事務には、県の一般行政経験では

なじみのない教務学生課における教務事

務や学生厚生補導事務などの専門性を必

要とする事務、企画広報課における経営

審議会や理事会などの公立大学法人特有

の大学運営についての事務、また、総務

課における公立大学法人特有の会計処理

をする事務があります。 

事務職員の配置については、これらの

事務作業を的確に執行できる事務局体制

とするため、課をマネジメントの単位と

して当該年度の円滑な業務運営を確保す

る観点、平成２７年度から新たに採用し

た法人固有職員については数年後には複

数の課を経験するなどのキャリアパスの

観点、平成２８年度以降の体制を展望す

る観点などを総合的に考えて配置するこ

ととしました。 

その結果、各課に一定の経験年数を有

する県からの派遣職員を配置するととも

に、新規採用した２名の法人固有職員は、

総務課、教務学生課に配置することでそ

れぞれの課を担っていく中堅職員への育

成を目指すこととしました。 

また、契約職員については、産後休暇

中の２名の契約職員の代替職員を配置す

るとともに、契約職員の育成の観点や今

までに蓄積したノウハウや能力を生かし

ていただける観点から配置しました。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

を充てることができるものと思われま

す。 

このところ、ほぼ同一の教員が推薦さ

れて辞退が続いていることから、今後は

辞退者には一定の期間サバティカルリー

ブ候補者になれないなどの対応が必要で

はないかと考えています。 

なお、本件については、今後、人事給

与ワーキングにおいて検討する予定とし

ています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

32202 ＜事務職員の育成と能力向
上＞ 

 育成支援のための評価制

度に基づき職員の評価を行

うとともに、業務に関連す

る研修への参加やＳＤ活動

を通じて職員の育成を行

う。また、職種に応じた効

果的な研修方法等の仕組み

を検討する。 

 

育成支援のための評価制度に基づいた職員

の評価については、【３２１０２】を参照 

 

 事務職員の継続的な育成を図るため、積極

的に研修機会を提供するとともに、新しく法

人職員になった方への研修にも取り組んだ。

また、事務局が主体的に企画した研修をＳ

Ｄ・ＦＤ研修として共催し、教員、事務職員

両者が参加して共有した。職種に応じた効果

的な研修方法等の仕組みは、業務内容や経験

年齢を考慮し、公立大学協会の主催する研修

会に出席することとした。 

 

公立大学協会主催研修（平成２６年度６人参

加 → 平成２７年度１１人参加） 

・「公立大学に関する基礎研修」（公立大学

協会新規開催研修）：契約職員も含め４人の

１年目の職員が参加 

・「公立大学職員セミナー」（２泊３日）：

２名参加 

・「公立大学法人会計基礎セミナー」：１名

参加 

・「公立大学法人会計セミナー」（２泊３日）：

１名参加 

・「業務分野別の研修」：２名参加 

・「実態調査表作成説明会、担当者研修会」：

１名参加 

 

 

各課の業務関連の研修 

・「科研費」、「防災対策」、「入試の動向」、

「広報セミナー」、「著作権セミナー」、「改

正労働法セミナー」など のべ２７人参加 

Ⅲ  （意見①） 

「育成支援のための評価制度に基づい

た職員の評価については、【３２１０２】

を参照」とあるが、【３２１０２】を見

ても、意味が十分に理解できない（推測

に推測を重ねないと理解できない）ため、

文章を訂正していただきたい。 

 

（意見②） 

「職種に応じた効果的な研修方法等の

仕組みは、業務内容や経験年齢を考慮し、

公立大学協会の主催する研修会に出席す

ることとした」との文章は不自然である

（推測に推測を重ねないと理解出来な

い）ため、書き改めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見①） 

記述を次のとおり修正いたします。 

「育成支援のための評価制度に基づい

た職員の評価については、【３２１０１】

を参照」 

 

 

 

（意見②） 

記述を次のとおり修正いたします。 

「現在の事務職員は、法人固有職員、

県派遣職員、契約職員等の職種で構成さ

れています。法人固有職員２名は１年目

の在職で職位は主事です。県派遣職員は

本学に１年～５年目の在職で、職位も主

事から管理職までの５階層で構成されて

います。この県派遣職員は事務職員とし

ての基本的なスキルは身についています

が、公立大学特有の事務については、大

学に派遣されて初めての経験になりま

す。契約職員は１年～４年目の在職にな

ります。 

このような属性を有する事務職員にと

って必要な能力については、公立大学協

会のＳＤに関する調査報告の「ＳＤ研修

において重視する能力」や大学マネジメ

ント関連雑誌による「大学事務職員に求

められる能力（スキル、知識）」などを

参考に検討を進めています。 

平成２７年度は、在職年数や担当業務

の遂行などの観点から、公立大学協会の

実施する各種研修への参加や、各課業務

における専門性を獲得する観点から、業
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 

１年目の職員を中心としたＯＪＴ研修等 

・「実務系（教務）研修」（首都大学東京の

開催）１名参加 

・「ＯＪＴ研修」（「職場のルール」、「仕

事の基礎」、「ビジネスマナー」 

「文書の作り方」、「コンプライアンス」、

「ヒヤリ・ハッ」ト、「法人規程」、 

「公立大学法人制度」、「各課業務」） 

延べ３日間（１日３時間程度） ５人参加

（固有職員２名＋契約職員３名） 

・「大学を取巻く状況」、「大学に関する法

制度」 

延べ３日間（１日３時間程度） ８人参加  

 

３年目以下の職員を対象としたＯＪＴ研修 

・「公立大学法人制度」 ３時間程度 ３人

参加 

 

ＳＤ・ＦＤ共催研修 

・「高大接続」をテーマとした講演会４８人

参加（教員34名、事務職員14名） 

・「コーチング」をテーマとした研修会４８

人参加（教員28名、事務職員20名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（意見③） 

「各課の業務関連の研修」、「３年目

以下の職員を対象としたＯＪＴ研修」に

ついては、年度計画に対応した記述であ

ることは推察されるが、ここの記述だけ

では、どこの、どのような組織が、どの

ように実施した研修であるかが判然とし

ない。 

「ＳＤ・ＦＤ共催研修」についても、

どこの、どのような組織が実施した研修

であるかが判然としない。 

以上の記述の訂正をお願いしたい。 

務関連研修に参加しました。また、在職

年数が少ない職員にはＯＪＴが重要であ

るとの考え方から、１年目の職員を中心

とした研修や３年目以下の職員を対象と

した研修を実施しました。 

さらに、法人固有職員の育成の観点か

ら、他大学が主催する教務事務の初任者

向けの事務研修に１名が参加しました。 

また、事務職員全員の資質向上の観点

から、「高大接続研修」や「コーチング

研修」を本学で開催しました。」 

 

 

（意見③） 

記述を次のとおり修正いたします。 

「〇 各課の業務関連の研修について

は、 

・科研費関連では、「科学研究費助成事

業実務担当者向け研修」（主催：日本学

術振興会 場所：名古屋大学）、「平成

２８年度科学研究費助成事業公募要領等

説明会」（主催：日本学術振興機構、場

所：名城大学）：延べ２人参加 

・防災対策関連では、「防災対策セミナ

ー」（主催：文部科学省）：１人参加 

・入試の動向関連、広報関連では、「入

試における量から質への転換」（主催：

ＮＰＯ法人 場所：大阪市内）、「大学

入試・広報セミナー」（主催：民間、場

所：名古屋市内）、「ＮＰＯ法人実践報

告会」（場所：大阪市内）：延べ７人参

加 

・著作権関連では、「著作権セミナー」
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

（主催：一般社団法人日本著作権教育研

究会 場所：名古屋市内）：１人参加 

・労働法関連では、「改正労働者派遣法

セミナー」（主催：愛知労働局 場所：

名古屋市内）：１人参加 

など 延べ２７名参加 

 

〇 ３年目以下の職員を対象としたＯＪ

Ｔ研修については、 

・「公立大学法人制度」（事務局副局長

が説明、３時間程度 内容は、地独法、

地独法における大学法人の特例、定款、

設立団体・県議会・評価委員会・法人の

関係等）：３人参加 

 

〇 本学ＳＤ・ＦＤ共催研修（本学のＦ

Ｄ委員会と事務局が共同して開催した研

修）については、 

・「高大接続」をテーマとした講演会（講

師：民間）：４８人参加（教員３４人、

事務職員１４人） 

・「コーチング」をテーマとした研修会

（講師：民間）：４８人参加（教員２８

人、事務職員２０人）」 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

（質問③） 

「学長への投書箱」を設置した目的と、

これまでどのような投書内容があったの

か教えてほしい。 

 

 

（質問③） 

「学長への投書箱」は、教員満足度を

向上させるための本音の改善提案をいた

だくことを期待して、法人・大学のトッ

プである理事長兼学長に直接思いを伝え

る手段として設置したものです。 

このため、投書する方の匿名性を担保

するとともに、投書内容も学長だけが知

るところの制度としています。 

いただいた意見等は、学長による指示

や判断を通じて、また教員との面談等を

通して、教員満足度の向上のために活か

されています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

  教員満足度アンケート調査結果について

は、１００点満点（各質問５点満点）で、平

成２７年度は４７．２点と平成２６年度と比

較して６．６点上昇した。 

  （質問①） 

教員満足度アンケート調査結果が平均

４７．２点と非常に低い。大学としては

この結果をどのように評価しているの

か。 

 

（質問②） 

教員満足度アンケート調査結果におい

て、Ｈ２７年度は４７．２点となってい

るが、差支えなければ、不満足な点を教

えていただきたい。 

 

（質問①、②への回答） 

教員満足度アンケート調査結果は、平

成２５年度４６．３点、平成２６年度  

４０．６点、平成２７年度は４７．２点、

とやや改善し、過去３年間では最高とな

ったものの依然として低い状況にあると

認識しています。 

満足度が低い４項目は、「職員の配置

状況が適切であると思うか」が１．２点、

「大学経営を進めていく上での環境に満

足しているか」が１．６点、「研究を進

めていく上での環境に満足しています

か」と「ハラスメント（セクハラ・パワ

ハラ・アカハラ等）を許さない雰囲気が

あると思うか」が、１．７点です。 

第二期中期計画の取組を積極的に進め

ていくためには、教職員にとって働きが

いのある満足度の高い職場・大学づくり

が必要と考えており、２７年度に実施し

たアンケート（付帯調査含む）の結果を

踏まえ、課題・問題点を整理し、引き続

き、学長のリーダシップのもと積極的に

満足度向上に取り組んで行くこととして

います。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

  事務職員満足度アンケート調査結果につい

ては、１００点満点（各質問５点満点）で、

平成２７年度は６８．７点と平成２６年度と

比較して０．６点上昇した。 

 

  

  （質問③） 

平成２７年度の事務職員満足度アンケ

ート調査結果は６８．７点であるが、大

学としては、去年との比較ではなく、こ

の数字自体をどのように評価しているの

か。 

 

（質問③） 

事務職員満足度アンケート調査結果に

ついては、６８．７点と平成２１年度の

法人化以来、最高の点数となりました。

この結果については、中期目標値である

「６０％以上」を達成していることや、

平成２７年度の三重県庁の満足度が  

６５．１点であることから、一定の評価

ができるものと考えています。 

満足度の低い３項目は、「職場の方針

や業務の進め方の決定に参加する機会が

あると思うか」が２．９点、「適性や関

心、能力からみて現在の仕事が自分に向

いているか」が３．０点、「研修への積

極的な参加について支援がなされている

と思うか」が３．１点であり、これらを

重点的な項目として、できることから満

足度の向上に向け取り組んでいくことと

しています。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

 

 

 

 

 

 

新たな収入確保を図るた

め、本学が発行する広報紙や

ホームページ等に民間広告

の掲載を検討する。 

 

 

 

 

 

新たな収入確保を図るため、平成２７年度

は、各大学の取組状況等を調査した上で、本

学が年４回発行している「ＭＣＮレポート」

への広告掲載を検討し、平成  ２８年度８

月から民間広告の掲載ができるよう、要項や

掲載基準等を作成した。 

 

〔補足資料：公立大学法人三重県立看護大学 

広告掲載要項・要領〕 

 

 
 
 
 

 
（意見②） 
「平成２８年度８月から民間広告の

掲載ができるよう、要項や掲載基準等を
作成した」とあるが、さしさわりのない
形で民間広告の掲載による収入増につ
いて記述していただけないか。 

冷暖房費加算額（１回あたり）（円） 

 改定前 改定後 差額 

加算額 1,800 2,300 ＋500 

 
（意見②） 
民間広告については、「ＭＣＮレポー

ト」の裏表紙（Ａ４サイズ）の下段   
１／３を広告スペースとして設定し、そ
こに２枠分の広告掲載枠を確保しまし
た。 
広告掲載料としては、１枠２万円で２

枠合計４万円、平成２８年度中はＭＣＮ
レポート３回分（８月号、１１月号、２
月号）として合計１２万円を見込んでい
ます。しかし、近年は、新聞をはじめ紙
媒体での広告は人気が低下しており、広
告主の確保が課題と考えています。 
なお、要項や広告掲載基準について

は、三重県広報紙「県政だよりみえ」の
広告掲載基準等を参考に策定いたしま
した。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

41102 ＜外部資金の獲得＞ 

科学研究費補助金等の競

争的資金を積極的に獲得で

きるよう、教員に対し研究公

募の状況や科学研究費補助

金等支援システムについて

学内ホームページやメール

などにより周知を図る。 

科学研究費補助金に関する学内説明会を２

回開催するとともに、研究支援委員会におい

て、科学研究費補助金等を申請する際の手続

きや必要書類の整備等に関する相談やサポー

トを行う科学研究費補助金等支援システムを

引き続き学内ホームページに掲載し、教員の

申請支援に努めた。 

 

① 平成２７年度外部研究資金申請率 

  ９６．４％（平成２６年度：９６．２％）

※申請時点での退職予定者、年度途中採用者を除く 

② 平成２７年度外部研究資金獲得（採択）件

数 

  ２７件（平成２６年度：１８件） 

③ 平成２７年度外部研究資金獲得（採択）金

額 

  ２２，２２２千円（平成２６年度：１６，

６６４千円） 

 

≪参考：申請・獲得（採択）の内訳≫（金額

単位：千円） 

  
申 請

件数 

採 択

件数 

獲得金

額 

採択率

(%) 

文

科

省 

科

研

費 

新規

申請 
２８ ７ 9,010 25.0 

継続

申請 
１８ １８ 11,650 100.0 

科

研

費 

以 

新規

申請 
１ １ 600 100.0 

継続

申請 
１ １ 962 100.0 

Ⅲ  （質問） 

下記のような成果を挙げているが、自

己評価を記号で記入していない２２１

０１の記述とはニュアンスが異なり、自

己評価が低いように感じるが、ご意見を

うかがいたい。 

 

①平成２７年度外部研究資金申請率   

９６．４％（平成２６年度：９６．２％） 

② 平成２７年度外部研究資金獲得

（採択）件数 ２７件（平成２６年

度：１８件） 

③ 平成２７年度外部研究資金獲得

（採択）金額 ２２，２２２千円（平

成２６年度：１６，６６４千円） 

 

（質問） 

 外部資金の獲得については、獲得（採

択）件数及び獲得額については、前年度

を上回り、採択率についても数値目標を

大きく上回りました。 

しかしながら、申請率においては前年

度と同様に１００％に達せず、数値目標

が未達成であったことから、自己評価を

Ⅲとしたものです。 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

外 

計  ４８ ２７ 22,222 56.3 

 

 

 

≪参考：若手支援の研究種目を抜粋≫（金額

単位：千円） 

【若手研究（全体件数の内数）】 

  申請

件数 

採択

件数 

獲得金

額 

採択率

(%) 

文

科

省 

科

研

費 

新規

申請 

６ １ 500 16.7 

継続

申請 

５ ５ 2,400 100.0 

 

【スタート支援研究（全体件数の内数）】 

  申請

件数 

採択

件数 

獲得金

額 

採択率

(%) 

文

科

省 

科

研

費 

新規

申請 

４ ２ 1,300 50.0 

継続

申請 

２ ２ 1,500 100.0 

（関連項目：22101） 
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資料５ 

番号 年度計画 実施状況等 
法人 
評価 

委員会
評価 

評価委員会からのご質問 質問に対する回答（案） 

52102 ＜個人情報の保護＞ 

職員研修等により個人情

報に対する職員の意識を高

めるとともに、大学保有の個

人情報の管理を徹底する。 

大学が保有する個人情報の管理徹底や情報

を保護するために、教職員及び学生が次のと

おり取り組みを行った。 

 

教務学生課職員が取り扱う学生の成績情報

等を保有する「教務システム」については、

引き続き、特定の部屋で特定の職員が取り扱

うことを徹底した。 

番号法（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律）の

施行に伴い、本学における取扱要項及び取扱

マニュアルを作成して教職員に周知した。ま

た、取扱要項及び取扱マニュアルの周知にあ

わせて、事務局職員に個人情報保護制度の研

修を行った。 

学生が臨地実習等において知り得た個人情

報は、個人情報保護の教育を徹底するととも

に個人情報保護の誓約書を提出させている。

また、平成２６年度に引き続き、卒業時に実

習先で使用した「実習記録」の提出を求め、

溶解処理を行った。 

平成２６年度に引き続き、三重県個人情報

保護条例第６条に規定する「個人情報取扱事

務登録簿」をホームページにおいて公表した。 

 

 

Ⅲ  （質問） 
卒業時に実習先で使用した「実習記

録」については、今後の実習内容の向上
に備えて、一部を保存する必要はないの
か。 

（質問） 
 学生が実習のレポートを作成するた
めに使用した資料やメモについては、臨
地実習等において知り得た個人情報等
が記載されていることから、提出を求め
溶解処理を行っています。 
また、将来的に必要な「実習記録」等

の資料については、担当する指導教員に
おいて保存・管理をしています。 

 

 





51 
 

51 
 

資料５ 

規制を受けることや県予算の繰越承認が必要

となることが明らかになったため、備蓄倉庫

は平成２８年度において設置することとして

いる。 

・教職員のみならず、業務委託先の従業員な

ど本学内で勤務するすべての者を対象とし

て、救命救急研修を4回にわたり実施した（研

修実施日：２月１日、２月２日 参加者数：

教職員等 ４４名）。 

 

＊ＳＣＵ（Staging Care Unit：広域搬送拠点

臨時医療施設） 

 患者の症状の安定化を図り、搬送のための

トリアージを実施するための臨時の医療施設

として、必要に応じて被災地及び被災地外の

広域搬送拠点に設定されるもの。 


